



















































































































































図 1　地域別にみたマレーシアの輸入動向（単位 : %）



















第 1 号，73 頁や Krozewski, C. （2001）, Money and the end of empire, parlgrave を参照のこと。
（8）　‘Secretary of State’s Visit to the Far East, February-March, 1967.　Brief No. M 26 Sterling reserves and the 
London market, PartIII’, in the National Archives（以下，TNA と略）: FCO 11/62.
















図 2　マレーシアに対する経済援助の国別内訳とその動向（単位 : %）
　　  出所）　OECD, OECD. Stats, Geobook : Geographical ows of developing countries より作成。
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の割合を示したものであるが，多い時で 2 ～ 3 割ほどとなっており，これがいかにマレー
シアにとって意義の大きかったものかが理解できる。
（9）　このような論理は，例えば次のようなファイルの諸資料をはじめとしていくつも見られる。TNA, 
DO 165/156, Military aid to Commonwealth, 1964-1965.



















キプロス 7.2 1.8 ― ― ― ― ― 9 5%
マラヤ／マレーシア 4.7 6.2 3.4 0.9 6.8 9 6.7 37.7 22%
アデン・南アラビア 2.6 2.5 3 3.1 3.6 3.6 4 22.4 13%
トルーシャル・オマン・ス
カウツ 0.4 0.6 0.6 0.8 1.1 1 1 5.5 3%
オマーン・スルタン 0.8 0.9 1.4 1.3 1.4 1.3 1.4 8.5 5%
スーダン 0.1 ― 5 ― 0.1 0.1 0.5 5.8 3%
リビア 0.1 ― 0.1 ― ― ― ― 0.2 0%
イラン ― ― ― ― 0.4 0.4 0.8 1.6 1%
ヨルダン 0.6 0.4 ― 0.7 ― ― ― 1.7 1%
ネパール ― ― ― ― ― ― 0.2 0.2 0%
ギリシャ ― ― ― ― ― ― 1 1 1%
トルコ ― ― ― ― ― ― 1.1 1.1 1%
インド ― ― ― 1.6 9 8.5 7.6 26.7 15%
ケニア ― ― ― ― ― 2.6 2.6 5.2 3%
タンザニア ― ― ― ― ― ― 0.3 0.3 0%
その他植民地（軍事演習） 2.5 4.8 4.9 4.6 5.5 1.8 0.9 25 14%
その他外国諸国（軍事訓練） ― 1.1 0.1 0.5 0.8 1.6 1.7 5.8 3%
国連軍 0.8 1.9 3.5 2.3 1.8 2.7 2.5 15.5 9%
合計額
（1959-1966 年度） 173.2 100%
注）　1965-66 年度の数字は見積もり。
出所）　 ‘Oﬃcial Committee on Military Aid : United Kingdom expenditure on Military Aid, Memoran-










1960-61年度 1961-62年度 1962-63年度 1963-64年度 1964-65年度 1965-66年度
図 3　マレーシアの軍事費に占めるイギリス軍事援助の割合（単位 : %）
　　  出所）　表 1 および図 2 の資料中の財政統計，為替レート等の数字を下に作成。
表 2　マレーシアの公共部門対外ファイナンスの動向（1960-65 年）（単位 : 100 万 M ドル）
1960 年 1961 年 1962 年 1963 年 1964 年 1965 年 1966 年
外国援助
軍事援助 イギリス 31 20 9 4 40 33 35
経済援助
イギリス 21 24 19 20 6 13 12
ブルネイ 2 20 17 17
コロンボ・プラン等 7 8 16 19 23 41 29







イギリス 22 11 7 3 1 1
西ドイツ 1 2 5
アメリカ 3 5 31 15 3 4
IBRD 8 10 30 24 26 30 65
対外借入額合計（グロス） 73 46 68 85 31 113 70
利子支払 21 18 18 12 15 16 25
対外借入額合計（ネット） 52 28 50 73 16 97 45
対外ファイナンス額合計 110 80 94 123 105 203 134
注 1）　1966 年は見積もり。
注 2）　 この表中の軍事援助にはコモンウェルス諸国からのものが含まれていない。1966 年では
3,300 万 M ドルに相当していた。
注 3）　 この表中のアメリカのプロジェクト・ローンには，チェース・マンハッタン銀行からバ
ンク・ネガラへの融資は含まれていない。また，この表中には，IBRD から MIDFL への
ローンは含まれていない。
出所）　 ‘International Bank for Reconstruction and Development, Report and Recommendation of the 
president to the executive directors on a proposed loan to Malaysia for the Kemubu irrigation 
project. May 29, 1967’ in TNA : OD 39/104
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ちなみに，表 2 は 1960 年から 66 年の間におけるマレーシアの対外金融の総体を示した
ものであるが，ここからもイギリスの軍事援助がいかに重要な役割を果たしていたかは一
目瞭然である。イギリスはこの間，2 億 8,700 万マレーシア・ドル（以下，M ドル）の経




















開発支出の額は 11 億 5,000 万 M ドルであった（12）。しかし，第二次マラヤ計画の際には 21
億 5,000 万 M ドル，第一次マレーシア計画では 45 億 5,000 万 M ドル，第二次マレーシア
計画では 72 億 5,000 万 M ドルと計画が策定されるたびに大きく膨らんでいった。
（10）　経済援助と軍事援助の関係については，渡辺昭一編（2014）『コロンボ・プラン─戦後アジア
国際秩序の形成』所収のクロゼウスキー論文においても指摘されている。
（11）　東京大学社会科学研究所編『20 世紀システム 4　開発主義』東京大学出版会，122 頁。















表 3　マラヤ・マレーシア開発計画における財政見積もりと実績（単位 : 100 万 M ドル）
第二次マラヤ計画（1961-65）の見積もり : 公的開発支出＝ 2,150
外国資金＝外国援助 50 ＋対外借入 535 ＝ 585
外国資金の割合＝ 27.6%
第二次マラヤ計画（1961-65）の実績値 : 公的開発支出＝ 2,874
外国資金＝外国援助 189 ＋対外借入 248 ＝ 437
対外資金の割合＝ 15.2%
第一次マレーシア計画（1965-70）の見積もり : 公的開発支出＝ 4,550
外国資金＝外国援助 900 ＋対外借入 1,000 ＝ 1,900
外国資金の割合＝ 43.7%
第一次マレーシア計画（1965-70）の実績値 : 公的開発支出＝ 4,352
外国資金＝外国援助 243 ＋対外借入 458 ＝ 701
外国資金の割合＝ 16.1%
第二次マレーシア計画（1971-75）の見積もり : 公的開発支出＝ 7,250
外国資金＝外国援助 190 ＋対外借入 720 ＝ 910
外国資金の割合＝ 12.6%





入については Economic Report 掲載の値を使用した。
出所）　 第二次マラヤ計画の見積もりについては，Bank Negara （1960）, Annual Report and 
Statement Accounts，第一次マレーシア計画の見積もりと実績については，Govern-


































1960 年 141 11 22 14 5 52 13 37 1 28 8 6 
1961 年 265 23 47 27 9 60 30 90 2 73 15 15 
1962 年 415 28 85 43 30 89 38 155 0 134 21 20 
1963 年 455 62 77 46 19 77 43 165 24 120 19 33 
1964 年 499 72 93 51 18 99 62 159 11 115 33 14 
1965 年 582 120 94 67 24 121 53 165 7 123 35 29 
1966 年 651 179 123 63 36 137 64 134 27 79 28 14 
1967 年 625 134 111 52 35 162 48 157 39 89 29 13 
1968 年 619 99 136 53 26 200 34 141 25 84 32 9 
1969 年 615 105 114 43 18 198 14 164 39 73 52 20 
1970 年 725 172 81 44 20 198 20 233 100 80 53 21 
1971 年 1,085 217 146 86 23 235 31 437 260 148 29 19 
1972 年 1,242 211 171 112 27 307 42 487 177 234 76 24 
1973 年 1,128 110 200 142 34 334 49 403 180 184 39 32 
1974 年 1,876 242 278 187 42 436 55 822 462 314 46 43 
1975 年 2,151 229 328 212 57 506 118 774 223 486 65 196



























る金融制度について」『金融経済』第 29 巻，1～22 頁，矢内原勝（1956）「スターリング地域の植民
地通貨制度」『三田学会雑誌』第 49 巻第 11 号，779～793 頁，本山美彦（1969）「植民地スターリン
グ為替本位制について─植民地通貨制度論争をめぐって」『経済論叢』第 103 巻第 3 号，34～51 頁，
同（1969）「資本供給源としての英領植民地─ポンド残高をめぐって」『経済論叢』第 103 巻第 4 号，
19～38 頁。
（15）　開発財政とカレンシー・ボード制との関係については，Stammer, D.W. （1967）, “British Colonial 
Public Finance”, Social and Economic Studies, Vol. 16, pp. 191-205 が参考になる。
（16）　Bank Negara （1959）, Annual Report and Statement Accounts, p. 4.
（17）　Bank Negara （1960）, Annual Report and Statement Accounts, p. 4.
（18）　‘Visit of Malaysian Finance Minister : Brief for the Chancellor’, 10th July 1967, in TNA : FCO 11/62.
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事実である。1959 年に施行された 1958 年マラヤ中央銀行条例によって，カレンシ ・ーボー
ド制と中央銀行制度のいわば二重金融制度となっていたからである。このことが，カレン
シー・ボード制を実態として掘り崩す役割を担っていったことが重要である。まず注目す











これは，国内政府資産の保有を 5% から 10% に引き上げるとともに，外国資産を最低流
動資産率から除外したことに現れているように，中央銀行の統制権限を強化することで，
商業銀行を国債消化機関として位置づけようとする改革であったといえる。こうした改革
の歩みは止まらず，1968 年 10 月には商業銀行は貯蓄預金については，少なくとも 50% を
長期政府証券や住宅金融などの形態で保有しなければならなくなった（22）。また，1972 年 1







（19）　これは独立の証でもあった。Bank Negara （1959）, Annual Report and Statement Accounts, p. 5.
（20）　Bank Negara （1961）, Annual Report and Statement Accounts, p. 17.
（21）　Bank Negara （1964）, Annual Report and Statement Accounts, p. 3.
（22）　Bank Negara （1968）, Annual Report and Statement Accounts, p. 12.
（23）　Bank Negara （1972）, Annual Report and Statement Accounts, p. 29.
（24）　Bank Negara （1960）, Annual Report and Statement Accounts, p. 18.



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（26）　Bank Negara （1971）, Annual Report and Statement Accounts, p. 34.
（27）　Bank Negara （1961）, Annual Report and Statement Accounts, p. 22.
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資金が必要となるためである。マレーシアでは図 6 や表 7 の通り国債の満期構成の長期化
を進めていたが，これは強力な中央銀行による指導によって支えられていたのである。
加えて，中央銀行は，マレーシアの商業銀行に対して幾度も貸出指導を行っている。こ























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（28）　Bank Negara （1971）, Annual Report and Statement Accounts, p. 6.



































向型工業化を展開させていったことで，GNP に占める農業の割合は 37% から 25% へと低









のは，1963 年 1 月に行われた所得税への源泉徴収課税制度の導入であろう。所得税収入
の伸びは著しく，表 8 の通り，所得税収が租税収入に占める割合は顕著に増大していき，




（30）　‘Meeting of the House of representatives, 4th December, 1972-31st January, 1973 : Speech by the Hon’ble the 




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 8　マレーシアに対する国別貸付残高（プロジェクト・ローン）（単位 : 100 万 M ドル）
　　  出所）　Ibid.
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（32）　‘From Taylor, L.E.M., British High Commission to Maby, A.C., Ministry of Overseas Development’, 13 
March, 1967 in TNA : OD 39/148.
表 9　1960 年におけるマレーシアの対外借入
マーケット・ローン
ブルネイ 4 3.5% Federation of Malaya Sterling Loan （Brunei） 1990 40,000,000 
プロジェクト・ローン
イギリス 1 5.125%-6.5% UK/Malaya Credit Agreement 1963/70 1,114,285 
アメリカ
2 3.5% US Development Loan No. 46 1961/90 999,953 
3 3.5% US Development Loan No. 54 1960/70 1,734,000 
合計 3,848,238
　　出所）　Accountant General of Malaysia 1961, Financial statements for the year 1960.
表 10　1965 年におけるマレーシアの対外借入
 マーケット・ローン
アメリカ 1 5.5% US External Serial Bonds 76,130,019
 プロジェクト・ローン
イギリス 2 UK/Malaya Credit Agreement 1963/70 942,857
アメリカ
3 3.5% US Development Loan No. 46 1961/90 1,112,549
4 3.5% US Development Loan No. 54 1960/70 3,142,719
ドイツ 5 3% the Reconstruction Credits Corporation of the Federal Republic of Germany Loan for the Butterworth Deep Water Wharves Project 1971/83 2,422,419
合計 7,620,544





1  （Interest free） UK/Malaysia Aid for various Development and Defence Projects （1968） 1978/95 32,752,367 
2 6% Marcony Co. Ltd UK Loan for H. F. Radio Equipment and Kuching/Johore Troposcatter System 
（1968） 1969/76
474,393 
3 6.5% Standard Telephone and Cables Ltd UK Loan for multiplexing equipment （1968） 1970/80 208,004 
4 5.5% Messrs GEC/AEI （M） Ltd Loan for Diesel Generating Plant Kota Kinabalu High Power Transmit-
ting Station Sabah （1969） 1970/74
907,125 
5 5.5% Hawker Siddeley Aviation Ltd UK Loan for 2 executive Aircrafts 1970/78 5,945,136 
6 5.5% Millbank Technical Services Ltd UK Loan for earthmoving equipments vehicles （1970） 1970/80 392,703 
IBRD
7 5.5% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 434 MA for Muda River Irriga-
tion Project （1965） 1970/90
20,056,334 
8 6% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 500 MA for Kemubu Irrigation 
Project （1967） 1972/92
2,902,257 
9 6.5% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 560 MA for Telecommunica-
tion Equipment （1968） 1976/88
440,967 
10 6.25% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 533 MA for Jengka Triangle 
Project （1968） 1976/88
8,219,724 
11 6.5% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 561 MA for Kuala Lumpur 
Water Supply （1968） 1972/88
1,446,195 
12 6.5% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 599 MA for Education Project 
（1969） 1979/94
344,553 
13 7% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 673 MA for Jengka Forestry 
Project （1970） 1974/82
11,324,380 
14 7% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 672 MA for 2nd Jengka Land 
settlement project （1970） 1977/94
464,491 
ADB
15 6.875% Asian Development Bank Loan No. 4 MAL for Penang Water Supply （1968） 1973/88 1,401,618 
16 6.875% Asian Development Bank Loan No. 18 MAL for Kuching Port Extension Project （1969） 
1975/95
91,905 




18 3% US Government Loan for Defence Articles （1967） 1967/76 3,016,151 
19 4% US Government Loan for Helicopters （1967） 1967/74 2,043,560 
スウェーデン 20 6.75% Svenska Handelsbanken of Sweden Loan for Telecommunication Equipment （1967） 1968/80 5,333,589 
ドイツ 21 3% Kreditanstalt fur Wiederaufbau of Republic of W. Germany Loan No. AL252 for University Teach-ing Hospital Kuala Lumpur （1965） 1969/80
951,815 
オーストラリア
22 6% Standard telephone and Cables Australia Loan for VHF/UHF Radio Bearer Equipment （1968） 
1970/82
1,181,956 
23 4.5% Kreditanstalt fur Wiederaufbau of Republic of W. Germany Loan No. AL505 for Port Swettenham 
extension project （1970） 1978/95
1,141,143 
デンマーク 24 （Interest free） Danish Government Loan for the implementation of Malaysia’s Development projects （1968） 1973/86
103,191 
カナダ
25 3% Canadian Government Loan for Sabah Forest Inventory Project （1970） 1976/98 536,472 




27 5.75% Export-Import Bank and thirteen other Banks Loan No. M-6 for Additional Radio Transmitters 
and Ancillary Equipment for Stapok, Kuching （1968） 1974/86
17,012 
28 5.75% Export-Import Bank and thirteen other Banks of Japan Loan No. M-1 for Kuala Lumpur Kuan-
tan Microwave Project （1968） 1973/86
4,320 
29 5.75% Export-Import Bank and thirteen other Banks Loan No. M-7 for expansion of Toll Network by 
Carrier derived Circuits （1968） 1974/86
415,909 
30 5.75% Export-Import Bank and thirteen other Banks Loan No. M-8 for the implementation of sub-
scribers Network Malaysia Project （1969） 1974/87
1,237,027 
31 5.75% Export-Import Bank and thirteen other Banks Loan No. M-9 for the implementation of Kuan-
tan-Kota Bharu Microwave Project （1969） 1974/87
2,132,458 
32 5.75% Export-Import Bank and thirteen other Banks Loan No. M-10 for the implementation of Satel-
lite Communication Earth Project （1969） 1974/87
451,148 
合計 107,524,600





1 （Variable） Loan by Syndicate of Banks led by Chase Manhattan Bank, New York （1975） 1976/80 187,275,000 
2 （Variable） Loan by Syndicate of Banks led by Chase Manhattan Bank, New York （1975） 1976/81 258,820,000 
3 （Variable） Loan from Consortuum of US Bank （1975） 1977/80 351,175,000 
スイス 4 8.5% Loan from Union Bank of Switzerland （1975） 1978 45,464,557 
合計 842,734,557 
プロジェクト・ローン
イギリス 5 （Interest free） UK/Malaysia Aid for various Development and Defence Projects （1968） 1978/95 5,796,212 
スウェーデン 6 7% Svenska Handelsbanken of Sweden Loan to purchase equipment for the development of the Malaysian National TelecommunicationSystem （1973） 1974/82
19,334,966 
IBRD
7 6.25% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 533 MA for Jengka Triangle Project （1968） 1976/88
825,283 
8 6.5% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 599 MA for Education Project （1969） 1979/94
3,471,445 
9 7% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 672 MA for 2nd Jengka Land set-tlement project （1970） 1977/94
5,524,819 
10 7.5% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 855 MA for 3nd Jengka Land settlement project （1973） 1981/95
10,341,955 
11 7.25% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 851 MA for Kuala Lumpur Urban Transport project （1972） 1977/97
9,018,391 
12 7.25% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 880 MA for Population project （1973） 1983/97
351,573 
13 7.25% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 753 MA for Telecoms Services （1971） 1972/78
18,157,211 
14 7.25% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 810 MA for 2nd Education Project （1972） 1977/97
3,760,475 
15 7.25% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 908 MA for 2nd Kuala Lumpur Water Supply （1973） 1978/83
14,299,324 
16 7.25% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 967 MA for Johore Tenggara Felda Project （1974） 1982/96
7,920,683 
17 7.25% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 931 MA for 2nd Highway Proj-ect （1973） 1977/79
14,288,765 
18 7.25% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 974 MA for 3rd Education Proj-ect （1974） 1979/99
253,964 
19 7.25% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 973 MA for Western Johore Agriculture Development Project （1974） 1980/98
930,672 
20 8% International Bank for Reconstruction and Development Loan No. 1044 MA forKeratong Land Settle-ment Project （1974） 1982/92
1,743,170 
ADB
21 6.875% Asian Development Bank Loan No. 4 MAL for Penang Water Supply （1968） 1973/88 137,129 
22 7.5% Asian Development Bank Loan No. 97 MAL for Sarawak Electricity Supply Project （1972） 1978/92 6,300,391 
23 6.875% Asian Development Bank Loan No. 18 MAL for Kuching Port Extension Project （1969） 1975/95 2,338,599 
24 3% Asian Development Bank Loan No. 36 （under Special Operation Fund） MAL for Besut Irrigation Project （1970） 1977/95
1,999,570 
25 7.5% Asian Development Bank Loan No. 41 MAL for Malacca Water Supply Project （1970） 1976/95 2,083,679 
26 7.5% Asian Development Bank Loan No. 47 MAL for Sibu Port Project （1970） 1976/95 3,309,932 
27 7.5% Asian Development Bank Loan No. 76 MAL for Kuala Lumpur - Karak Highway （1971） 1977/96 6,955,027 
28 7.5% Asian Development Bank Loan No. 37 MAL for Besut Agricultural Developent Project （1970） 1976/85
76,463 
29 7.5% Asian Development Bank Loan No. 107 MAL for Greater Ipoh Water Supply Project （1972） 1978/92 11,313,778 
30 7.5% Asian Development Bank Loan No. 186 MAL for Sabah Land Development Project （1974） 1979/99 196,525 
31 7.5% Asian Development Bank Loan No. 124 MAL for East - West Highway Project （1973） 1978/98 7,865,444 
アメリカ
32 6% US Government Loan FY 1973 for the purchase of F-5B and F-5E Aircrafts （1972） 1974/81 4,420,800 
33 7.125% FY 1974 Loan From US Government, Morgan Trust Company, New York and American Express International Banking Corporation to purchase of F-5B and F-5E Aircrafts （1974） 1974/82
9,368,056 
ドイツ 34 3% Kreditanstalt fur Wiederaufbau of Republic of W. Germany Loan No. AL252 for University Teaching Hospital Kuala Lumpur （1965） 1969/80
117,315 








カナダ 36 3% Canadian Government Loan for the Temenggor Hydro-Electric Power, Ulu Perak （1971） 1978/2001 1,713,434 
フランス 37 4% French Government Loan for the purchase of 3 120 MW Phase 3 Turbo
-Alternator and Accessory 
Equipment for Tuanku Jaafar Power Station （1972） 1975/91
5,960,311 
オランダ 38 6% Loan from Netherlandse Investeringsbank Voor Ontwikkelingslandon NV to finance the cost of goods required for the implementation of Malaysia’s Development Plan （1970） 1977/90
49,826 
日本
39 3.25% Oversease Economic Co-operaiton Fund Japan Loan No. M-3 for Temerloh Bridge （1973） 1980/92
34,878 
40 5.5% Export-Import Bank and other participating Banks of Japan second yen loan No. M2-2 to finance Kuching/Sibu-Kota Kinabalu Microwave Project （1973） 1978/91
185,399 
41 5.5% Export-Import Bank and other participating Banks of Japan second yen loan No. M2-4 to finance Johore Bahru Thermal Power Extension Project （1973） 1979/91
7,146,991 
42 5.5% Export-Import Bank and other participating Banks, Loan No. M2-5 to purchase 2 Oil Palm Tankers for MISC Hull No. 734 and 735 （1973） 1979/91
12,271,996 
43 3.25% Oversease Economic Co-operaiton Fund Japan Loan No. MAC-5 for implementation of the Temenggor Hydro Electric Project （1974） 1981/93
35,287,135 
44 5.5% Export-Import Bank and other participating Banks of Japan, Loan No. M2-6 to finance Shipyard and Repair Project, Johore Bahru （1974） 1979/92
36,554,320 
45 5% Export-Import Bank and other participating Banks of Japan, Loan No. M3-1 for Four Coastal Liners Project （1975） 1982/95
25,448,854 
46 5% Export-Import Bank and other participating Banks of Japan, Loan No. M3-2 for Shipyard and Repair Project, Johore Bahru （1975） 1982/95
21,896,932 
47 3.25% Oversease Economic Co-operaiton Fund Japan Loan No. MAC-6 for Temenggor Hydro Electric Project （II） （1975） 1982/95
2,995,886 
合計 322,196,260
　　出所）　Accountant General of Malaysia 1976, Financial statements for the year 1975.
×
× × ×
× × × ×
×



















































1960 年   797   167   246   165  75  19  46 118  75  68  52  74 
1961 年   847   173   269   184  78  22  51 114  81  69  64  73 
1962 年   902   177   308   218  83  27  52 132  77  72  72  57 
1963 年 1,032   202   333   237  88  28  57 168 106  88  84  54 
1964 年 1,387   298   404   283 108  31  82 252 162 125  98  60 
1965 年 1,540   373   461   334 116  47 139 145 190 143 112  73 
1966 年 1,169   377   507   360 130  47 132 150 198 156 134  74 
1967 年 1,801   388   553   403 135  50 139 208 237 163 152  74 
1968 年 1,796   384   564   404 144  48 136 203 210 178 173  78 
1969 年 1,930   418   603   439 139  54 147 191 214 189 193 110 
1970 年 2,161   496   672   477 155  52 165 242 196 170 237 101 
1971 年 2,398   592     778   536 209  61 135 262 195 153 278  97 
1972 年 3,068   774 1,080   798 234  74 149 273 269 169 324 125 
1973 年 3,341   904 1,109   805 257  56 150 410 181 170 413 118 
1974 年 4,315 1,103 1,413 1,051 313 161 261 434 273 258 493 177 
1975 年 4,950 1,263 1,638 1,184 355 179 345 441 284 209 634 149
















いかに特異なものであったかが分かる（特別援助は，表中の「（Interest free） UK/Malaysia 
Aid for various Development and Defence Projects （1968） 1978/95」である）。まず額について
他を大きく突き放していることはもちろん，それが無利子であったことは大きな特質であ







1960年 1961年 1962年 1963年 1964年 1965年 1966年 1967年 1968年 1969年 1970年 1975年1974年1973年1972年1971年






Port Swettenham Design and Supervision





Port Swettenham Approach Channels
Reconstruction of Federal Highway No. 2
Temeloh Bridge Design







FLDA Scheme - Sungei Koyan
Minor D & I Schemes
Equipment for the Public Sector : PWD Plant and Vehicles （No. 1）
Telecommunication Department Vehicles
Computer
Plant for Sarawak PWD
GEC Step-by-Step Equipment
Diesel Generating Plant
Land Rovers for Malaria Eradication Programme
Equipment for Port Swettenham Authority
PWD Plant and Equipment （No. 2）
Railway Equipment （locomotives, waggons）
Shah Alam Industrial Estate
KIMA Sdn. Bhd. （MARA）
CFT Equipment
Television/Telephony Link Equipment
Equipment for Department of Nuclear Medicine
Meteorological Radar Equipment
National Youth Development Corps
Kuala Lumpur General Hospital
Port Dickson Power Station
KIMA Textile Factory 
Equipment for Technical Education : MARA Institute of Technology
Lower Secondary Schools
Broadcasting Training Centre














Police Radio and Vehicles
Police Arms and Ammo
Crown Agent’s Charges
合計 18,773
出所）　 FCO 24/836, Provision of special aid to Malaysia と FCO 24/973, Third annual review of special aid 






のではない。表 14 のうち経済援助の項にタイド・ターゲット 75% と示されているように，
イギリス側はこの援助を供与することで，自らの商業的な利益の追求もまた同時に図ろう





立場の改善方法を考えるための「ブミプトラ経済会議」が 1965 年と 1968 年に二度開催さ















イギリスは 1972 年 6 月 23 日に変動相場制に移行，これを受けてマレーシアは，中央銀
行の介入通貨としてポンドではなくドルを公式に使うことを決定した。これによって唯一
（34）　FCO 24/836 Provision of Special aid to Malaysia.
29冷戦下イギリスの対マレーシア経済・軍事援助政策の展開
イギリスと強固なつながりとして残されていた金融的な関係も断ち切られていく。これに
よってマレーシアはシンガポールとも共通通貨を維持する必然性を失い，カレンシ ・ーボー
ド制という形式的に残されていた植民地金融制度を廃棄することになった。その後ますま
す，マレーシアが国民国家としての独自性を強めていくこととなったのは言うまでもない。
かつて，マレーシアに対してイギリスが単独で甚大な影響力を及ぼしていたことを思えば，
短い期間で生じたこのような変化には驚かされるであろう。
マレーシアにおいて国民国家が形成されていく過程において，イギリスの経済・軍事援
助は重要な役割を果たした。しかしそれは，イギリスの意図した通りであったわけではな
い。背景には，レシピエント側の交渉能力の高さが認められる。今後はこうした論点をさ
らに掘り下げる必要があろう。特別援助を巡る政治過程を精緻に分析していきたい。
